
  【成長コース】  

 

  

  

★成長分野等人材確保・育成コースとは…  

成長分野等人材確保・育成コースは、下記（１）と（２）の２つの助成メニューがあります。 

（１）助成メニュー① 【成長分野】 

未経験の就職困難者を、ハローワーク等の紹介により雇い入れて、「成長分野の業務」（※）に

従事させ、人材育成や職場定着に取り組む場合に、特定求職者雇用開発助成金の他のコースより

高額の助成金を支給します。 

（※）デジタル・ＤＸ化関係業務及びグリーン・カーボンニュートラル化関係業務であって、専

門的職業（プログラマー、エンジニア、研究開発職など）である場合に限ります。 

（２）助成メニュー② 【人材育成】 

未経験の就職困難者を、ハローワーク等の紹介により雇い入れて、人材開発支援助成金による

人材育成を行い、賃上げを行った場合に、特定求職者雇用開発助成金の他のコースより高額の助

成金を支給します。 

 

※助成金のご案内をしましたが、不支給要件に該当する場合は助成金が支給されませ

ん。  

【支給申請書の提出及びお問い合わせ先】  

〒460-0003  

名古屋市中区錦 2-14-25 ヤマイチビル 11 階  

愛知労働局 あいち雇用助成室 特定求職者雇用開発助成金担当 

電話 052-219-5519   

（０７．０５）  

愛知労働局 あいち雇用助成室 

特定求職者雇用開発助成金 

支給申請パンフレット 
成長分野等人材確保・育成コース（第１期） 
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②第１期支給申請の準備

・支給申請書などの記入、添付書類の準備。

→詳しくは３～８ページ

③第１期支給申請

・支給申請期間内に必要書類を揃えて「あいち雇用助成室」に提出。

→詳しくは３～８ページ

④審査・確認（あいち雇用助成室で行います）

・申請書類等の内容をチェックします。

⑤支給決定（あいち雇用助成室で行います）

・支給決定通知書を送付しますので、大切に保管してください。

※提出書類に不備があると支給決定の時期が遅くなり、場合によっては受
理や支給ができないこともあります。

・不支給要件に該当することが判明した場合は、本助成金は支給されません。

  

① 『「特定求職者雇用開発助成金」についてのお知らせ』の内容を確認  

・雇入日、賃金締切日などに誤りがないかなどをチェック。  

  →詳しくは３ページ  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※⑥以降の手続きのご案内は⑤支給決定後に郵送にて行いますので、手続きの方法などはそちら

で確認してください。  

※第 3 期以降支給対象期間がある場合は、⑥～⑨を繰り返します。  

 

１



 

     制度の趣旨及び支給要件をご確認のうえ、助成金の正しいご活用を

お願いします。  

○ 支給申請書裏面、リーフレット「特定就職困難者雇用開発助成金（成長分野等

人材確保・育成コース）のご案内」「特定求職者雇用開発助成金（成長分野等

人材確保・育成コース）の申請にあたって」を必ずお読みいただき、制度の趣

旨及び支給要件等をご確認ください。  

  

○ 助成対象期間中に対象労働者を解雇等した場合、以後３年間、当該事業所に対

して本助成金は支給されないこととなります。  

  

○ 基本賃金とその他の諸手当とを区分した賃金台帳、出勤状況を明らかにする出

勤簿（タイムカード）、労働者の入離職状況を明らかにする労働者名簿を 

整備・保管し、速やかに提出する事業主であることも支給要件となります。  

  

○ 本助成金は会計検査院（国の助成金等の検査を行う憲法上の独立機関です）の

検査対象となっています。助成金の支給終了後５年間は全従業員分の労働者名

簿、出勤簿（タイムカード）、賃金台帳、総勘定元帳などの関係書類（原本）

をお借りすることがありますのでご承知おきください。  

  

○ 助成金の支給状況等に関して、愛知労働局「あいち雇用助成室」から電話又は

訪問による調査・確認をさせていただくこともあります。  

  

○ 職業紹介を受けた日に在職中（雇用保険の被保険者である者等失業等の状態に

ない）の方（※１）を雇い入れた場合は原則支給対象とはなりません。  

※１ 自営業者、公務員、役員なども含みます。  

  

○ 過去にこの助成金を受給した就労支援Ａ型事業所で、助成金の対象となった労

働者の離職割合が高い場合、新たな対象労働者の雇入れについてこの助成金を

受けることはできません。  

  

 

２ 



 

『「特定求職者雇用開発助成金」お知らせ』の内容について確認し 

てください。  

申請書などの書類を準備する前に『「特定求職者雇用開発助成金」についてのお知

らせ』の内容について以下の点を必ず確認してください。  

万が一内容が違っている場合はあいち雇用助成室担当者までご連絡ください。  

電話 ０５２－２１９－５５１９  

★ 当助成金の案内については、リーフレットにある支給要件等を確認した上で送付しておりま

すが、審査の結果不支給要件に該当することが判明した場合は、本助成金を支給できませ

ん。  

   特定求職者雇用開発助成金（第１期）支給申請にあたって  

（１）申請書などの記入は黒のボールペンでお願いします。  

（２）申請期間内の提出を厳守してください。（持参・郵送可、FAX 不可） 

申請期間を過ぎた場合は、受理することができません。  

※申請書は、申請期間内に原本を必ず提出してください。  

※申請期間の末日が閉庁日（土、日、祝祭日及び 12/29～1/3）にあたる場合は、直後

の開庁日が申請期間の末日となります。  

（３）郵送での申請 

遠方であることなどを理由に郵送で提出する場合は、以下の点を必ず実施して

ください。  

・ 郵送事故防止のため、必ず簡易書留など郵送したことを証明することができる方法で行

ってください。  

・ 受理日は到着日となります（消印日、発送日ではありません）。 

 

 

３ 
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（４）支給申請に必要な書類は６～10 ページで確認してください。  

  

（５）申請する前に支給申請書などは写しをとり、保管してください。  

・ 支給申請書、支払方法・受取人住所届、対象労働者雇用状況等申立書、支給要件確認 

申立書の写しを控えとして保管してください。  

  

    ※ 提出書類に係る原本証明は不要です。  

  

  

   対象労働者が支給対象期間中に退職した場合について  

○  支給対象期の途中で事業主が対象労働者を雇用しなくなった場合は、当該 

支給対象期について原則支給を受けることはできません。  

   

          対象労働者が最低賃金の減額特例を受けている場合について  

○ 通常の添付書類の他に、支給対象期間の「最低賃金の減額特例の許可証」の提

出が必要となります。  

（「許可証」の有効期間に注意してください）。  

  

支給申請の前にご確認ください。  

        以下のことを支給申請書を提出される前に、必ずご確認ください。  

□ 支給申請期間内である  

□ 提出書類はすべて揃っている  

□ 支給申請書などの写しをとり保管している  

□ 記載漏れはないか（支給申請書の[15：（有の場合）→助成金名称]が記入され

ているか等）  

  

 

４ 

４ 

5 

6 



 

            支給決定内容の通知について  

○ あいち雇用助成室から「支給決定通知書」が送付されますので、紛失しないよ

うに大切に保管しておいてください。  
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支給申請に必要な書類について 

申請書類 確認ポイント 

□ 特定求職者雇用開発助成金   

第１期支給申請書 

★記載例を参考に記入してください。  

★申請書の裏面を必ずお読みください。  

□ 支払方法・受取人住所届 ★事業所として初めて当助成金を申請する場合や口座の変更がある場合

は、当書類が必要となります。 

□ 対象労働者雇用状況等申立書 ★記載例を参考に記入してください。 

□ 支給要件確認申立書 ★各質問をご確認のうえ、（はい・いいえ）のどちらかを○で囲ってくだ

さい。 

□特定求職者雇用開発助成金（成長分

野等人材確保・育成コース）実施結

果報告書 

★記入例をご参考のうえ記入をお願いします。 

□ 特定求職者雇用開発助成金離職割合

除外申立書（就労継続支援 A 型事

業） 

★就労継続支援Ａ型事業所であって、離職割合が 25％を超えており、

離職割合の算定から除外する方がいる場合に提出してください。  

★記入及び提出に際しては、本申立書の裏面を必ずご確認ください。 

 

添付書類 確認ポイント 

□ 労働条件通知書または雇用契約書  

（写し） 

★雇入れ日の労働条件が確認できるもの。  

★申請時までに変更、更新した場合にはそれらも併せて添付してくださ

い。 

□ 対象労働者であることを確認できる

書類 

★８ページで確認してください。 

□ 出勤簿またはタイムカード（写し） ★雇入れ日（初日）の属する月及び支給対象期間(※２)における対象労働

者の出勤状況が日ごとにわかるもの。 

★日ごとの労働時間及び月ごとの労働時間を必ず表示してください。 

□ 賃金台帳（写し）  

 

★雇入れ日から支給対象期間(※２)の労働に対して支払われた賃金（賞与

を含みます）の内容がわかるもの。  

★支給申請時点において、賃金支払日が到達していない支給対象期間に

おける労働に対する賃金がある場合には、賃金支払日が到達し支払が

完了した後、不足分の記載のある賃金台帳を提出していただきます。 

６ 



 

添付書類 確認ポイント 

□ 中小企業事業主(※3)であることを確

認できる書類 

★資本金の額が確認できるもの 「履歴事項全部証明書」「資本金表示が

されている会社 HP・パンフレット」の写し等 

・医療法人の場合、「定款」及び「賃借対照表」を提出していただきま

す。 

・大企業、社会福祉法人、個人事業主の場合、必要ありません。 

※審査状況により、「労働者一覧」や資本金額が確認できるものを追加で

提出をお願いする場合があります。 

□ 紹介証明書（原本） ★助成金の取扱いの同意を得ている職業紹介事業者の紹介で対象労働者

を雇い入れた場合に必要な書類です（職業紹介事業者が発行）。 

★ハローワークの紹介で対象労働者を雇い入れた場合は不要です。 

□ 特定求職者雇用開発助成金について

のお知らせ（写し） 

★今回送付している当助成金の申請案内です。 

★支給対象期間、申請期間を必ず確認してください。第 2 期の申請期間

等の記載もありますので、原本は大切に保管してください。 

□ 源泉徴収簿（写し） ★雇入れ日の属する年の、年末調整がされているものを添付してくださ

い。 

★第 1 期の支給申請時に年末調整がされていない場合は第 2 期の支給申

請の際に添付してください。 

例：①雇入日：4 月 1 日 支給対象期間：4 月 1 日～9 月 30 日の場合 

   →年末調整がまだされていないため 2 期で提出 

  ②雇入日：8 月 1 日 支給対象期間：8 月 1 日～1 月 31 日の場合 

   →年末調整がされているので 1 期で提出 

□特定求職者雇用開発助成金（成長分

野等人材確保・育成コース）実施計

画書の写し 

※「助成メニュー① 【成長分野】」に該当する場合のみ必要 

★あいち雇用助成室より送付された実施計画書の写しを添付してくださ

い。対象労働者が従事する業務内容を変更した場合は変更後の成長分

野等の業務内容が確認できる書類も添付してください。 

（注意）令和５年 4 月 1 日以降に雇入れられた方については、実施計画

書の写しは不要です。 

 

 

 

 

 

 



 

（※2）支給対象期間は、「特定求職者雇用開発助成金についてのお知らせ」にてご確認ください。 

（※３）中小企業とは、業種ごとに下表に該当するものをいいます。 

 

 

 

 

 

（注意）「助成メニュー② 【人材育成】」の対象者として申請する場合には、上表書類のほか、 

(ⅰ)最終の支給対象期の申請期限 

(ⅱ)人材開発支援助成金の支給決定日 

(ⅲ)賃金引上げ計画書の計画期間の終了日 

上記のいずれか遅い日の翌日から 2 か月以内に、「特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確

保・育成コース）賃金引上げ結果報告書」の提出が必要です。 

賃金引上げ結果報告書の提出につきましては、13 ページをご参考下さい。 

 

 

 

８ 

 

 

 

□就業規則、労働協約など雇用管理改

善を対象労働者に適用したことが確

認できる書類 

 

※「助成メニュー① 【成長分野】」に該当する場合のみ必要 

★特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース）実施

結果報告書の取組について、「雇用管理改善」に係る制度を対象労働者

に適用した場合のみ添付してください。 

□賃金引上げ計画書 ※「助成メニュー② 【人材育成】」に該当する場合のみ必要 

★第 1 期支給申請の時のみ提出してください。 

★賃金引上げ計画書の計画期間は、対象労働者の雇入れ日から起算して

3 年以内となります。「助成金支給番号」については、「特定求職者雇

用開発助成金についてのお知らせ」をご参考ください。 

6～８ページに記載しています書類のほかに、審査に必要な書類の提出又は作成に協力していただく場合があります。 

資本金の額・出資の総額 常時雇用する労働者の数

小売業（飲食店を含む） 5,000万円以下 50人以下

サービス業 5,000万円以下 100人以下

卸売業 1億円以下 100人以下

その他の業種 3億円以下 300人以下

ま
た
は



 

 

◆高年齢者（６０歳以上）の方を雇い入れた場合  

※雇い入れた日において対象労働者であることが確認できる書類の写しが必要です。 

◆障害者の方を雇い入れた場合  
    ※雇い入れた日において対象労働者であることが確認できる書類の写しが必要です。 

確認ポイント 添付書類 

★身体障害者又は重度身体障害者の場合 □ 身体障害者手帳 

★知的障害者又は重度知的障害者の場合  

右記のいずれかの書類 

※手帳だけでは重度であることが判明しない場合は、

判定書も併せて提出してください。 

□ 療育手帳（名古屋市では愛護手帳） 

□ 児童相談所、知的障害者更生相談所、精神福祉セン

ター、精神保健指定医又は障害者職業センターの判

定書 

★精神障害者の場合 

 右記のいずれかの書類 

□ 精神障害者保健福祉手帳 

□ 主治医の意見書 

◆母子家庭の母等の方を雇い入れた場合  

 ※雇い入れた日において対象労働者であることが確認できる書類の写しが必要です。 

確認ポイント 添付書類 

★右記いずれかの書類 

※雇入日現在の状態が確認できない場合、対象労働者が

ＤＶ被害者の場合などは、別の書類が必要となります

ので、あいち雇用助成室までご連絡ください。 

 

※児童扶養手当証書及び母子家庭等医療費受給資格者証

につきましては、有効期限内に雇入日が含まれている

ことが必要です。 

□ 児童扶養手当証書 

  →児童扶養手当法に基づき児童扶養手当の支給を受

けている方 

□  母子家庭等医療費受給資格者証 

□ 国民年金証書 

  →国民年金法に基づき遺族基礎年金の給付を受けて

いる方 

※雇入日以降に入金が確認できる書類の添付をお願いしま

す。 

◆父子家庭の父の方を雇い入れた場合  
  ※雇い入れた日に対象労働者であることが確認できる書類の写しが必要となります。  

確認ポイント 添付書類 

★児童扶養手当を受給していることが確認でき

る書類 

□ 児童扶養手当証書 
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確認ポイント 添付書類 

★住民基本台帳により作成された官公署が発行

する書類であって対象労働者の氏名・年齢が

確認できる右記いずれかの書類 

□ 運転免許証の写し 

□ 住民票の写し（マイナンバーの記載がないもの）注１ 

□ 住民基本台帳カードの写し（有効期限内のもの）注１ 

□ 健康保険証の写し 

注１ マイナンバーが記載された書類（マイナンバーカード含）は、本助成金手続きでの利用が認められておりません。（番号法第 9 条） 



 

◆発達障害・難治性疾患患者の方を雇い入れた場合  
  ※雇い入れた日に対象労働者であることが確認できる書類の写しが必要となります。 

確認ポイント 添付書類 

★ 対象労働者であることを確認できる書類の写

し 

①医師の診断書 

②医療受給者証（特定医療費（指定難病）受給

者証） 

□発達障害者 → ①を添付してください。 

 （対象労働者の氏名、発達障害者であること

が確認できるもの） 

□難治性疾患患者→ ①または②のいずれかを

添付してください。 

 

◆中高年層安定雇用支援の方を雇い入れた場合  
  ※雇い入れた日に対象労働者であることが確認できる書類の写しが必要となります。 

確認ポイント 添付書類 

★住民基本台帳により作成された官公署が発行

する書類であって労働者の氏名・年齢が確認

できる右記いずれかの書類 

□ 運転免許証の写し 

□ 住民票の写し（マイナンバーの記載がないも

の） 

□ 住民基本台帳カードの写し（有効期限内のも

の） 

□ 健康保険証の写し 

 

◆生活保護受給者・生活困窮者の方を雇い入れた場合  
  ※雇い入れた日に対象労働者であることが確認できる書類の写しが必要となります。 

確認ポイント 添付書類 

★対象労働者であることを確認できる書類（写

し） 

★都道府県等から安定所に対し就労支援の要請

がなされていることが確認できる書類（安定

所が支援候補者を選定した場合は、安定所の

支援候補者の選定に係る連絡書）の写し、ま

たは被保護者就労支援事業の対象者として支

援を受けた者であることが確認できる書面

（都道府県等の支援機関が発行する証明書）

の写し、もしくは生活困窮者自立支援法第 3

条第 2 項第 1 号に規定する事業の対象者と

して支援を受けた者であることが確認できる

書類（都道府県等の支援機関が発行する証明

書）の写し。 

（注）他の書類の提出を求めることがあります。 

 

◆上記書類がない等ご不明な点がございましたら「あいち雇用助成室 特定求職者雇用開発助成金担当」 

ＴＥＬ 052-219-5519 までお問い合わせください。 
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（注意） 

こちらのページの内容は、成長分野等人材確保・育成コースにおける「助成メニュー②  

【人材育成】」に該当する場合のみご確認ください。 

 

「特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース）賃金引上げ結果報告書」を提

出する場合には、以下の書類をあわせてご提出ください。 

 

 

① 特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース）賃金引上げ結果報告書 

② 対象労働者の(1)雇入れ時点、および(2)計画期間終了時点の毎月決まって支払われる 

賃金額のわかる賃金台帳・給与明細の写し((1)(2)のもの両方) 

③ 対象労働者に関する、人材開発支援助成金の支給決定通知書の写し 

 

上記①～③の書類を、 

 

(i)最終の支給対象期の申請期限 

(ii)人材開発支援助成金の支給決定日 

(iii)賃金引上げ計画書の計画期間の終了日 

 

上記のいずれか遅い日の翌日から 2 ヶ月以内に提出をお願いします。 

 

 

 
 
 

賃金引上げ結果報告書の提出について 


